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令和4年12月17日（土）10時から、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止対策を取りながら、第25回造幣

局南地区まちづくり協議会を開催しました。

当日は、35名（オンライン参加含む）の方にご参加

いただき、権利変換モデル個別説明の実施結果の説明、

事業化検討組織の設立についての検討を行いました。

令和5年
1月発行
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令和４年5月より実施しておりました権利変換モデル個別説明の実施結果につい

て報告しました。

事業化に関するご意向や、権利変換に関するご質問、まちの将来像に関するご意

見など、幅広く紹介しております。なお、これまでに権利変換モデルについて個

別にご説明できていない方には、引き続き訪問等によりお会いする機会をいただ

ければと思います。

権利変換モデルの個別説明において、事業化検討への多数の肯定的な意見をいた

だきました。事業化検討は検討費用の負担や関係者との協議のため、新しい組織

を作る必要があります。事業化検討組織設立の目的や、今後の進め方について説

明しました。

主な内容

• 権利変換モデル個別説明の実施結果について

• 事業化検討組織の設立について

• 意見交換

権利変換モデル個別説明の実施結果、事業化検討組織の設立について



協議会に出席できない方からも幅広くご意見をお聞きするため、事前にご意見・ご質

問をご提出いただきました。事務局からの回答を紹介します。

事前送付でいただいた主なご意見・ご質問
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ご意見 今後の取組み（案）

いまの家、場所に愛着があり、家族と
して環境の変化を望まない。再開発を
前提とした事業化検討組織の設立には
反対。

地区内には未接道敷地や接道不良で建替えがで
きない場所や、避難路が十分でないエリアもあ
り、防災性を向上するために一体的なまちづく
りを検討しております。
一方、地権者の方々が住み続けられるまちづく
りも同様に重要であり、事業化検討組織で検討
を深めながら引き続きご意見等を伺っていけれ
ばと考えております。
なお、事業化検討組織設立＝事業実施の決定で
はなく、設立後に改めて事業実施可否を判断す
ることになります。地権者の皆様の賛同がある
程度得られない状態で事業を進めることはでき
ません。

再開発における組織の種類、賦課金徴
収を説明すべき。権利者にとって不利
になる内容も正確に説明し、しっかり
と理解させたうえで進めるべき。強行
するようなことはしないでほしい。

現在予定している再開発（防災街区整備事業）
では「UR都市機構施行」又は地権者の皆様が
組織する「組合施行」が想定され、「組合施
行」では、事業に要する費用が不足する場合、
組合員である権利者の皆様から賦課金を徴収で
きる規定があります。一方で、URが施行者の
場合にはそのような規定はありません。施行者
ごとにリスクを負う主体が違うなど、それぞれ
の特徴については、次回資料を持って説明しま
す。
また、事業実施にあたっては、皆様の同意をい
ただきつつ、必要な手続きを着実に進めること
になります。事業化検討組織設立も確定事項で
はなく、少数の加入者だけで設立し、強行する
ことはありません。

個別利用区の取得ができない土地面積
100㎡以下の権利者への対応を教えて
ほしい。またその根拠は？

土地面積100㎡以下の方が個別利用区を取得で
きないことは「密集市街地における防災街区の
整備の促進に関する法律」に規定されています
ので、新築の共同建物への権利変換、金銭給付
その上での代替地等の斡旋などから選択いただ
くことになります。
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当日の主なご意見・ご質問 ①

権利変換モデルの個別説明の場では、しっかり時間を取り、管理
費・修繕積立金などのデメリットも含め説明しています。個別説明
の場以外でも、ご質問があればお答えする体制を整えていますので、
なにか疑問点があればご連絡いただきたいと思います。

事業賛成多数とのことだが、皆がしっかり理解しているか疑問

権利変換モデルの個別説明では、デメリットも含め説明している
のか。素人にもわかるように説明してくれなければわからない。

大規模マンション等が建設される際には、計画の段階で所管部署か
ら豊島区教育委員会へ情報提供されることになっています。
造幣局南地区のまちづくりにおいても、既に地域まちづくり課より
教育委員会に現在のまちづくり案を共有しており、学校運営に支障
がないよう対策を考えていきます。

マンションができた際の小学校不足懸念

このまま地区内の人口が増加すると小学校が足りなくなるのでは
ないか。その懸念について協議しているのか？

ご意見 今後の取組み（案）
地区内のマンション1室を保有し賃貸し
ているが、評価額が購入価格を下回り、
負債になってしまう。評価額と実勢価
格の乖離が大きいため、収益還元法な
どの評価方法が必要だと思う。

従前評価額については、取引事例比較法と収益
還元法により、不動産鑑定士の監修のもと、統
一的な基準で算定しております。
なお、従後の取得面積と想定賃料をふまえた投
資効率でご判断いただればと思います。

防災面とは別に、心（文化的側面）へ
の考え方を教えてほしい。文化的な街
に住みたい。

防災性の向上を前提とし、同時に「豊島区国際
アートカルチャー都市構想」などを踏まえたま
ちづくりを行う予定です。当エリアに適した取
組みを掘り起こしつつ、皆様の意見を取り入れ、
それがうまく持続するよう検討を進めます。



次回のまちづくり協議会について

次回のまちづくり協議会は、令和5年２,３月頃の開催を予定しております。

開催日時等の詳細が決まり次第、別途お知らせいたします。

＜主な内容（予定）＞

● まちづくり協議会報告書の作成
● 新組織設立準備会の立ち上げについて

《ホームページ》豊島区ホームページ＞トップページ＞キーワードで探す＞ 造幣局南 で検索

（事務局） 豊島区 都市整備部 地域まちづくり課 （03-3981-0489）

（事務局支援） 独立行政法人都市再生機構 事業推進部 事業推進第1課
川口・岡庭・原島（03-6866-1711）
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当日の主なご意見・ご質問 ②

面談できていない方は、訪問させていただいた平日の日中に不在の
方、遠方にお住まいの方が大半となります。訪問時に面談を断られ
た例はほとんどありません。今後、訪問のタイミングや、遠方への
訪問も検討させていただきます。

権利変換モデル個別説明に参加していない権利者の方について

162名と面談し、面談実施率は約80％とのことだが、面談できて
ない方はどのような方なのか。

事業化検討組織設立にあたり、個別説明等を実施し、加入のご案内
をさせていただきます。少人数で設立しても事業検討の意味を成さ
ないため、皆様のまちづくりに関するご意向を把握できるよう、一
定程度の方の加入をもって設立となります。

事業化検討組織の設立要件

事業化検討組織は任意組織とのことだが、少人数で設立し、勝手
に事業検討されても困る。どのように設立に至るのか。


